
建設部会長報告
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場 所：秋田商工会議所７階ホール８０

出席者：部会員２０名、水澤専務理事

懇 談：
テーマ ｢ウッドショック禍における県産木材の需要･供給状況について｣
ゲスト ①秋田県農林水産部林業木材産業課 木材利用推進班

主幹(兼)班長 真崎 博之 氏
②秋田県木材産業協同組合連合会 専務理事 鈴木 光宏 氏

日 時：２０２１年９月２１日（火）
１３：３０～１５：００



＜県内の木材産業の現状＞

 県内の森林は約5割が民有林で、植栽等により造成された人工林は民有

林の約6割を占める。民有林人工林のうち、スギの人工林は約9割である。

 県内林業の現状として、素材生産量は平成14年から増加に転じ、令和元

年度は158万m³となっており、労働者数は減少傾向にあるものの、雇用

期間の長期化により新規就業者は130～150人程度を維持している。

 県内の森林組合や林業事業体では、生産性向上のため、高性能林業機械

を多数導入している。

 県内製材品出荷量は、人工乾燥機の導入が進み乾燥材が増加傾向にある。

＜県産材の利用拡大＞

 県では、県産材の利用拡大のため、｢住宅分野｣｢非住宅分野｣｢海外輸出｣

を三本柱として事業を実施している。
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ゲスト①：秋田県農林水産部林業木材産業課 木材利用推進班
主幹(兼)班長 真崎 博之 氏



 県内向けの支援策である｢ウッドファーストなあきたの住まいづくり促
進事業｣は、県と工務店グループおよび製材工場間で、県産材利用に関
する5カ年の協定を結び、1戸当たりの県産材利用率が64％以上(令和3年
度)の住宅に対し、15万円を補助している。

 県外での販路拡大を目指し、県外で｢あきた材｣を利用する工務店等を開
拓する｢あきた材県外販路拡大事業｣を今年度から県の東京事務所に専門
員を配置し実施している。

 県産材や木材製品の輸出ルートの開拓・海外販路拡大を目指し、マー
ケット調査等を実施している。

＜木材利用の促進＞
 県では木材利用の促進に関する施策を総合的に推進し、本県の林業及び

木材産業の振興を図るため、平成28年に｢秋田県木材利用促進条例｣を制
定した。

 公共建築物等木材利用促進法が、国・都道府県・市町村方針の対象を公
共建築物から建築物一般に拡大等を含んで改正され、令和3年10月1日に
施行される。

 ウッドショック禍において、県では関連企業間の地元のつながりが重要
であると認識しており、現時点では、来年度既存事業の拡大や、新規事
業も検討している。
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＜木材製品および丸太の価格＞
 現在のウッドショックは、新型コロナウイルス感染症の影響により米

国内での超低金利政策を背景に住宅需要が急増したことが要因となり、

丸太や製品の出荷量の減少、物流面でのコンテナ不足等が複合的な現

象により発生している。

 国内の木材自給率は平成14年に18.8％と最低値となり、令和元年は

37.8％まで回復したが、依然として輸入製品に依存している。

 第3四半期現在、輸入コストは高値で推移しており、北米材(SPF2×4製

材)は第2四半期と比較して約6万円高の14万2千円となっている。業界

の予測ではこの第3四半期がピークであるとされ、10～12月の第4四半

期の価格が注目されている。

 国内の丸太および製品の価格も、ウッドショックの影響が出始めた3月

以降急騰しており、高止まりの状況となっている。業界内ではこれ以

上の上昇はないのではないかとの見方もある。

ゲスト②：秋田県木材産業協同組合連合会
専務理事 鈴木 光宏 氏
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＜県内製材工場等への影響＞
 当連合会会員への聴き取りを行ったところ、丸太の調達は自社有林の

ある工場以外は苦慮しており、在庫も十分確保できていない。製品出
荷についてはフル稼働で生産しているものの、これ以上の生産には乾
燥機等の設備投資が必要であるが、拡大傾向が続くか不透明なため
慎重傾向がみられる。

 住宅建築への影響では、土台・梁・柱・合板の調達が難しくなってお
り、新規契約に係る工期や資材調達の見通しは不透明になっている。
県内では、資材高騰により建築費への価格転嫁(1棟当たり2～3％程度)
が起こっている。

＜今後の見通し＞
 9月中旬時点での世界市場は、米国ではワクチン接種拡大に伴う巣篭り

需要等の減少や、中国では洪水被害とデルタ株の流行による景気減退
が予想される。

 国内市場も落ち着いてきてはいるものの、需給動向は内外材共に年内
は現状維持とみられ、製品価格の急激な暴落や、コロナ禍前の価格に
戻ることはないとの見方もある。

 当連合会では、会員工場の製材用原木をいかに安定的に確保するかが
最重要課題であるため、原木安定供給対策や販路拡大事業に取り組ん
でいく。


